
JP 4931252 B2 2012.5.16

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　被測定領域周辺の任意の場所に、照射角度を調整可能な可視レーザー距離計を設置し、
その可視レーザー距離計の測定基準点を検出基準点とし、角度を調整して照射したレーザ
ー光と、レーザー距離計で得られる距離情報を元に、検出基準点に対する角度と距離を高
精度に定めた４カ所以上の場所に受信アンテナを１台ずつ配置する。設置する受信アンテ
ナの内、少なくとも１台の受信アンテナは、別の受信アンテナとは異なる平面上に設置す
る。設置した全ての受信アンテナは、それぞれ同軸ケーブルなどの高周波伝達経路を介し
て、全ての受信アンテナで受信した電磁波の電圧レベルの時間的変化を同じ時間軸でデジ
タルデータとして記録できる計測器の４つ以上のチャンネルにそれぞれ接続する。そして
、被測定領域内で発生した、静電気放電に伴い発生する電磁波の電圧レベルの時間的変化
を、その計測器で記録する。そして、記録された各チャンネルのデータをもとに、設置し
た受信アンテナの中の任意の２本のアンテナにおける、静電気放電に伴い発生する電磁波
の到達時間差を算出し、到達時間差とアンテナの設置位置との関係から、その２本のアン
テナに対する双曲線を求める。ここで得られた双曲線上の何れかの点に静電気放電の発生
源が存在する。そこで、双曲線を求める作業を、他の組み合わせの任意の２本の受信アン
テナ間でも繰り返し行う。その際、異なる平面上に設置した受信アンテナ間で得られた双
曲線を含む、３つ以上の双曲線の交点を求めることで、検出基準点に対する静電気放電の
発生箇所の位置情報（角度（方位、仰角）、直線距離、ＸＹＺ座標）を算出する。そして
、検出基準点に設置した可視レーザー距離計の照射角度や、レーザー光反射板までの距離
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を調整して、レーザー光を、算出された静電気放電の発生箇所に到達させることで、静電
気放電の発生箇所を特定することを特徴とする静電気放電発生箇所の検出方法。
【請求項２】
　静電気放電に伴い発生する電磁波を受信するための複数の受信アンテナと、各受信アン
テナの位置決めや算出された静電気放電の発生箇所を特定するための、照射角度を調整可
能な可視レーザー距離計やレーザー光反射板と、各受信アンテナで受信された電磁波を計
測器に伝搬するための同軸ケーブルなどの高周波伝達経路と、全ての受信アンテナで受信
した電磁波の電圧レベルの時間的変化を同じ時間軸でデジタルデータとして記録できる計
測器と、計測器の制御や計測器で記録したデータを読み込み、双曲線法を用いて、検出基
準点に対する静電気放電の発生箇所の位置情報を算出、記録、表示する演算装置を備え、
照射角度を調整可能な可視レーザー距離計の測定基準点を検出基準点とし、角度を調整し
て照射したレーザー光と、レーザー距離計で得られる距離情報を元に、検出基準点に対す
る角度と距離を高精度に定めた４カ所以上の場所に受信アンテナを１台ずつ配置するため
と、異なる平面上に設置した受信アンテナ間で得られた双曲線を含む、３つ以上の双曲線
の交点を求めることで、検出基準点に対する静電気放電の発生箇所の位置情報（角度（方
位、仰角）、直線距離、ＸＹＺ座標）を算出し、検出基準点に設置した可視レーザー距離
計の照射角度や、レーザー光反射板までの距離を調整して、レーザー光を、算出された静
電気放電の発生箇所に到達させることで、静電気放電の発生箇所を特定するために、
検出基準点に設置した台であって、可視レーザー距離計の測定基準点を中心にレーザー光
の角度調整が可能で、方位及び仰角を精密に調整可能な、可視レーザー距離計と受信アン
テナ１とを、検出基準点と一致するように取り替え可能な第１の台と、検出基準点とは異
なる任意の場所に設置した台において、 レーザー光反射板と受信アンテナとを、取り付
け位置を違えることなく取り替え可能な第２の台を有していることを特徴とする静電気放
電発生箇所の検出装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、静電気放電に伴い発生する電磁波を、予め高精度に位置決めして設置した複
数の受信アンテナで受信し、双曲線法を介して静電気放電の発生箇所の座標を算出し、そ
の発生箇所を、効率的で高精度に特定するための検出方法及び検出装置に関するものであ
る。
【背景技術】
【０００２】
　従来の放電発生位置の探査方法及び探査装置には、広範囲に設けられた配線設備の部分
放電発生箇所を短時間で、精度良く、しかも容易に探査することのできるものがある（特
許文献１参照。）。
【０００３】
　以下、特許文献１で示した従来の配電線部分放電発生位置の探査方法及び探査装置につ
いて説明する。
【０００４】
　この方法は、「第１の測定点で部分放電による電波信号を２本１組となる複数組の受信
アンテナで受信し、組を構成する２本の受信アンテナへの電波信号の各到達時間差より、
双曲線法を介して部分放電発生源の方向を検出すると共に第１の測定点の緯度、経度情報
をＧＰＳにより取り込み、その後、第２の測定点に移動し、第２の測定点で同様の方法で
部分放電発生源の方向を検出すると共に第２の測定点の緯度、経度情報をＧＰＳにより取
り込み、ＧＰＳから取り込んだ各測定点の位置情報と、各測定点で検出された各測定点か
らの部分放電発生源の方向とを利用して表示装置に表示された配電線路が記録された地図
情報上に部分放電発生源の位置を特定し、配電線路と部分放電発生源の位置とを比較して
配電線設備の部分放電か否かを判別することを特徴とする配電線部分放電発生位置の探査
方法」であり、「移動体に測定点の緯度、経度情報を得るためのＧＰＳアンテナと、部分
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放電により生じた電波信号を受信するための３本以上の受信アンテナが備えられており、
組となる２本の受信アンテナの部分放電発生源からの電波信号の到達時間差を２組分求め
、双曲線法を介して部分放電発生源の方向を検出する演算装置と、配電線路が記録された
地図情報上に２カ所の各測定点から演算装置により得られた部分放電発生源方向へ伸ばし
た直線、又は該２本の直線の交点を表示可能な表示装置を備えていることを特徴とする配
電線部分放電発生位置の探査装置」とされている。
【０００５】
　この方法の場合、探査で用いるアンテナの配置が自動車の天井に固定であるため、被測
定領域の広さに対して、受信アンテナの配置を広く取れないため、１カ所の測定だけでは
放電位置の算出誤差が大きくなるため、探索装置を搭載した自動車を移動し、２カ所で測
定するようである。また、配電線路を記録された地図情報を予め準備し、地図情報上に放
電源の位置が表示され、配電線路上であるか確認する。
【０００６】
　しかし、この方法及び装置を用いた静電気放電の発生箇所を検出では、複数箇所で静電
気放電が不定期に発生していた場合、時間を変えて測定すると、測定する度に発生源の異
なる静電気放電を検出し、発生箇所の特定を見誤ってしまう可能性がある。
　また、放電箇所を特定するためには、被測定領域に設置されている機器や人体の位置情
報を地図情報として探査装置に入力する必要があり、大変作業性が悪い。
【特許文献１】特開２００１－３３５１０公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　そこで、本発明は、任意の被測定領域で発生した静電気放電の発生箇所と発生時刻を、
被測定領域にある機器や人体などの位置を計測したり、検出装置に入力する必要なく、効
率的に精度良く特定することのできる手段を提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明の静電気放電発生箇所の検出方法は、被測定領域周辺の任意の場所に、照射角度
を調整可能な可視レーザー距離計を設置し、その可視レーザー距離計の測定基準点を検出
基準点とし、角度を調整して照射したレーザー光と、レーザー距離計で得られる距離情報
を元に、検出基準点に対する角度と距離を高精度に定めた４カ所以上の場所に受信アンテ
ナを１台ずつ配置する。設置する受信アンテナの内、少なくとも１台の受信アンテナは、
別の受信アンテナとは異なる平面上に設置する。設置した全ての受信アンテナは、それぞ
れ同軸ケーブルなどの高周波伝達経路を介して、全ての受信アンテナで受信した電磁波の
電圧レベルの時間的変化を同じ時間軸でデジタルデータとして記録できる計測器の４つ以
上のチャンネルにそれぞれ接続する。そして、被測定領域内で発生した、静電気放電に伴
い発生する電磁波の電圧レベルの時間的変化を、その計測器で記録する。そして、記録さ
れた各チャンネルのデータをもとに、設置した受信アンテナの中の任意の２本のアンテナ
における、静電気放電に伴い発生する電磁波の到達時間差を算出し、到達時間差とアンテ
ナの設置位置との関係から、その２本のアンテナに対する双曲線を求める。ここで得られ
た双曲線上の何れかの点に静電気放電の発生源が存在する。そこで、双曲線を求める作業
を、他の組み合わせの任意の２本の受信アンテナ間でも繰り返し行う。その際、異なる平
面上に設置した受信アンテナ間で得られた双曲線を含む、３つ以上の双曲線の交点を求め
ることで、検出基準点に対する静電気放電の発生箇所の位置情報（角度（方位、仰角）、
直線距離、ＸＹＺ座標）を算出する。そして、検出基準点に設置した可視レーザー距離計
の照射角度や、レーザー光反射板までの距離を調整して、レーザー光を、算出された静電
気放電の発生箇所に到達させることで、静電気放電の発生箇所を特定することを特徴とす
る。
【０００９】
　これによれば、測定領域の広さや受信アンテナを設置可能なスペースの状態、静電気放
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電以外の外来電磁波の発生状況などに応じて、受信アンテナの設置場所を柔軟に選定し、
検出基準点に設けた可視レーザー距離計から照射されるレーザー光の照射角度と、距離を
調整することにより、検出基準点に対する角度と距離を高精度に定めた場所に各受信アン
テナを効率的に設置することができる。
【００１０】
　そして、設置した各アンテナで静電気放電に伴い発生する電磁波を受信し、双曲線法に
よって、検出基準点に対する静電気放電の発生箇所の位置情報（角度（方位、仰角）、直
線距離、ＸＹＺ座標）を正確に得ることができる。
【００１１】
　そして、得られた静電気放電の発生箇所の位置情報をもとに、検出基準点に設置した可
視レーザー距離計の照射角度や、レーザー光反射板の設置位置を調整して、レーザー光を
、算出された静電気放電の発生箇所に到達させることで、静電気放電の発生箇所を特定す
ることができるため、被測定領域に存在している機器や人体などの位置情報を予め測定し
たり、検知装置に入力する必要がなく、非常に効率的であり、静電気放電の発生箇所の検
出精度も高い。
【００１２】
　請求項２の静電気放電発生箇所の検出装置は、静電気放電に伴い発生する電磁波を受信
するための複数の受信アンテナと、各受信アンテナの位置決めや算出された静電気放電の
発生箇所を特定するための、照射角度を調整可能な可視レーザー距離計やレーザー光反射
板と、各受信アンテナで受信された電磁波を計測器に伝搬するための同軸ケーブルなどの
高周波伝達経路と、全ての受信アンテナで受信した電磁波の電圧レベルの時間的変化を同
じ時間軸でデジタルデータとして記録できる計測器と、計測器の制御や計測器で記録した
データを読み込み、双曲線法を用いて、検出基準点に対する静電気放電の発生箇所の位置
情報を算出、記録、表示する演算装置を備え、
照射角度を調整可能な可視レーザー距離計の測定基準点を検出基準点とし、角度を調整し
て照射したレーザー光と、レーザー距離計で得られる距離情報を元に、検出基準点に対す
る角度と距離を高精度に定めた４カ所以上の場所に受信アンテナを１台ずつ配置するため
と、異なる平面上に設置した受信アンテナ間で得られた双曲線を含む、３つ以上の双曲線
の交点を求めることで、検出基準点に対する静電気放電の発生箇所の位置情報（角度（方
位、仰角）、直線距離、ＸＹＺ座標）を算出し、検出基準点に設置した可視レーザー距離
計の照射角度や、レーザー光反射板までの距離を調整して、レーザー光を、算出された静
電気放電の発生箇所に到達させることで、静電気放電の発生箇所を特定するために、
検出基準点に設置した台であって、可視レーザー距離計の測定基準点を中心にレーザー光
の角度調整が可能で、方位及び仰角を精密に調整可能な、可視レーザー距離計と受信アン
テナ１とを、検出基準点と一致するように取り替え可能な第１の台と、検出基準点とは異
なる任意の場所に設置した台において、 レーザー光反射板と受信アンテナとを、取り付
け位置を違えることなく取り替え可能な第２の台を有していることを特徴とする。
 
【００１３】
　これによれば請求項１の検出方法を実施するために必要な、静電気放電に伴い発生する
電磁波を受信するための複数の受信アンテナの設置や、双曲線法による静電気放電の発生
箇所の座標の算出や、検出基準点に対する放電位置の特定が容易であるので、請求項１に
記載の検出方法を容易に行うことができる。
【００１４】
　なお、双曲線法とは、請求項１にも記載したとおり、静電気放電に伴う電磁波を、設置
場所の異なる４台以上のアンテナで受信し、各アンテナに電磁波が到達する時間差とアン
テナの設置位置の関係から、組み合わせの異なる任意の２本の受信アンテナ間における双
曲線をそれぞれ算出し、それらの双曲線の交点を求めることで、電磁波の発生源の位置を
特定する手法である。
【発明の効果】
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【００１５】
　以上述べたように本発明により、任意の被測定領域で発生した静電気放電の発生箇所と
発生時刻を、被測定領域にある機器や人体などの位置情報を計測したり検出装置に入力す
る必要なく、効率的に精度良く特定することのできる手段を提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１６】
　以下、本発明を好適な実施例を用いて説明する。
【実施例】
【００１７】
　図１と図２は、被測定領域に対して検出装置を設置する方法を示す。
　図１などにおいて、ａは静電気放電の発生箇所を特定したい被測定領域を示しており、
その領域に存在するベルトコンベアで部品を搬送中に静電気放電ｂが発生している様子を
表している。その被測定領域ａ周辺の任意の位置に照射角度を調整可能な可視レーザー距
離計２１を設置し、その可視レーザー距離計の測定基準点を検出基準点ｃとする。
【００１８】
　なお、可視レーザー距離計の測定基準点とは、可視レーザー距離計において、距離を測
定する際の基準点を示す。
【００１９】
　図１の場合、レーザー光の照射角度の調整は、方位及び仰角を精密に調整可能な２軸の
回転ステージに可視レーザー距離計を取り付けて行う。この際、可視レーザー距離計の測
定基準点が、方位及び仰角の回転軸の中心と一致するように取り付ける。
【００２０】
　なお、レーザー光の照射角度を調整する機構については、可視レーザー距離計の測定基
準点を中心にレーザー光の角度調整が可能なものであれば良く、２軸の回転ステージに限
定するものではない。例えば、可視レーザー距離計自体に照射角度の調整機能を有するも
のでも良い。
【００２１】
　照射角度を調整可能な可視レーザー距離計２１は、高さ調整のために三脚１１に取り付
けているが、同じ働きをするものであれば三脚以外のものでも構わないし、必要がなけれ
ば、三脚を使用せず、直接、床などに設置してもよい。
【００２２】
　次に、検出基準点ｃを原点として、被測定領域ａの周辺の空間をＸＹＺ軸の３次元空間
に見立てる。図１の場合、図面横方向をＸ軸、奥行き方向をＹ軸、高さ方向をＺ軸として
いるが、被測定領域の方位と検出装置の方位を一致させる必要はない。
【００２３】
　次に、被測定領域ａの周辺で、検出基準点ｃとは異なる任意の場所に受信アンテナ２を
設置する。図１の場合、検出基準点ｃに対してＸ軸線上の任意の位置に受信アンテナ２を
設置するため、検出基準点ｃに設置した可視レーザー距離計２１の照射角度の方位を＋Ｘ
軸線上、仰角を水平に調整して照射し、そのレーザー光軸上の任意の位置にレーザー光反
射板２３を三脚１２に取り付けた状態で設置する。この際、検出基準点ｃに設置した可視
レーザー距離計２１に表示されたレーザー光反射板２３との角度及び距離を記録する。
【００２４】
　その後、図２のとおり、レーザー光反射板２３の代わりに受信アンテナ２を三脚１２に
取り付ける。なお、レーザー光反射板２３と受信アンテナ２の取り付け位置は同じになる
よう位置合わせしておく。
【００２５】
　同じ要領で、検出基準点ｃに対してＹ軸線上の任意の場所に受信アンテナ３を設置し、
検出基準点ｃに対してＺ軸線上の任意の場所に受信アンテナ４を設置し、それぞれ、検出
基準点ｃに設置した可視レーザー距離計２１との角度及び距離を記録する。
【００２６】
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　最後に、検出基準点ｃに設置した可視レーザー距離計２１を三脚１１から取り外し、代
わりに受信アンテナ１を三脚１１に取り付け、図２に示すように、検出装置の設置が完了
する。この際、受信アンテナ１の取り付け位置は検出基準点ｃと一致するように位置合わ
せされている。
【００２７】
　なお、図２の場合、アンテナ１の頭上にアンテナ４を設置するため、アンテナ１ととも
に三脚１１に治具で固定しているが、もちろん別の三脚などでアンテナ４を設置しても構
わない。
【００２８】
　なお、受信アンテナを設置する場所や角度については、検出基準点ｃに対する角度及び
距離を正確に把握できれば良く、特に限定されないが、全ての受信アンテナを同一平面上
に設置した場合、静電気放電の発生箇所を２次元的にしか算出できないので、静電気放電
の発生箇所を３次元的に算出するためには、少なくとも１本の受信アンテナを、他の受信
アンテナとは異なる平面に設置する必要がある。
【００２９】
　そして、受信アンテナ１から受信アンテナ４は、高周波伝達経路である同軸ケーブル３
１～３４を介して、４チャンネル入力のデジタルオシロスコープ６の入力チャンネル１か
ら４に、それぞれ接続する。このとき各同軸ケーブルの長さや電気的特性を同一にしてお
くと、受信アンテナからデジタルオシロスコープまで電気信号が到達する時間が同じにな
り、各チャンネル間で静電気放電に伴い発生する電磁波の到達時間差を算出する際に、時
間軸の補正が不要である。
【００３０】
　一方、各アンテナからデジタルオシロスコープ６への電気信号の伝達時間が異なる場合
、その差分をなくすために、各アンテナからデジタルオシロスコープへの電気信号の到達
時間の差分を予め明らかにしておき、各チャンネル間で静電気放電に伴い発生する電磁波
の到達時間差を算出する際に、各チャンネルにおける、各アンテナからデジタルオシロス
コープ６への電気信号の到達時間の差分を補正する。
【００３１】
　デジタルオシロスコープ６は制御用コンピュータ７とＧＰＩＢインターフェースで接続
され、制御用コンピュータ７でデジタルオシロスコープ６の初期化と測定条件の設定を行
う。なお、制御用コンピュータ７とデジタルオシロスコープ６とを接続する方法はＧＰＩ
Ｂに限らず、ＲＳ－２３２Ｃ、ＬＡＮ、ＵＳＢ等、デジタルオシロスコープの制御やデー
タの受け渡しができるものであればそれに限らない。
【００３２】
　その上で、静電気放電に伴い発生する電磁波を受信アンテナ１から受信アンテナ４で受
信するとデジタルオシロスコープ６のトリガが掛かる状態にして静電気放電の発生を監視
する。デジタルオシロスコープ６のトリガ機能には、ある一定電位を超える入力があった
場合にトリガの掛かるエッジトリガや、入力信号のパルス幅がある一定以内であるときに
トリガが掛かるパルス幅トリガ、それらを複数の入力チャンネルで組み合わせたパターン
トリガなどがあり、どのようなトリガ条件にするかは、測定現場の状況に応じて調整する
。
【００３３】
　例えば、微弱な静電気放電を検出したい場合には、トリガの掛かる電位を下げ、周囲の
静電気放電以外の電磁ノイズの影響を軽減したい場合には、静電気放電に伴い発生する電
磁波がGHｚ帯にまで及ぶ高周波成分を含んでいることを利用して、パルス幅トリガの設定
でトリガの掛かるパルス幅を極力狭くする方法や、バンドパスフィルタ等をデジタルオシ
ロスコープ６の入力部に取り付けてもよい。
【００３４】
　受信アンテナの種類や仕様については特に限定しないが、アンテナの設置位置の誤差を
少なくするには、物理的なサイズがなるべく小さい方が好ましい。



(7) JP 4931252 B2 2012.5.16

10

20

30

40

50

【００３５】
　静電気放電に伴い発生する電磁波を受信してデジタルオシロスコープ６のトリガが掛か
ると、受信アンテナ１から受信アンテナ４で受信した静電気放電に伴い発生する電磁波の
電圧的変化が、デジタルオシロスコープ６のチャンネル１から４のデジタルデータとして
記録される。
【００３６】
　デジタルオシロスコープ６において記録されるデジタルデータとは、デジタルオシロス
コープ６において、その各チャンネルに入力された電圧の時間的変化を離散的に高速ＡＤ
（アナログ値からデジタル値へ）変換して得られた電圧値を、設定したポイントの数だけ
時系列に記録したデータ群のことである。
【００３７】
　デジタルオシロスコープ６のトリガが掛かかると、そのことを制御用コンピュータ７で
検知し、静電気放電の発生時刻として記録する。そして、デジタルオシロスコープ６で記
録された４チャンネル分のデジタルデータを制御用コンピュータ７で読み込み、各チャン
ネルにおける電磁波到達基準点を見つけだす。
【００３８】
　電磁波到達基準点とは、静電気放電に伴い発生する電磁波が各アンテナに到達した時刻
を比較するための基準点のことで、図３に示すように、デジタルオシロスコープ６に記録
されたデータの中で、静電気放電に伴い発生する電磁波によって発生した最初の電圧パル
スのピークを示す測定ポイントを電磁波到達基準点とする。
【００３９】
　測定ポイントとは、デジタルオシロスコープ６において時系列に記録されたデジタルデ
ータの中の何番目のデータであるかを示すものである。
【００４０】
　もし、その電圧パルスのピーク部分がデジタルオシロスコープ６の表示画面を超えてい
た場合、超えていた区間の中間の測定ポイントを電磁波到達基準点とする。
【００４１】
　そして、ある任意の２つの受信アンテナ間において、電磁波到達基準点を示す測定ポイ
ントの差分に、計測時のデジタルオシロスコープ６のサンプリングレートの逆数を掛ける
と、その２つの受信アンテナ間での、静電気放電に伴い発生する電磁波の到達時間差が算
出される。
【００４２】
　サンプリングレートとは、デジタルオシロスコープ６において電圧等の時間的変化を離
散的に測定する際の、１秒間に測定する回数のことであり、サンプリングレートの逆数と
は、離散的に測定する間隔の時間を意味する。
【００４３】
　受信アンテナ１と受信アンテナ２での、静電気放電に伴い発生する電磁波の到達時間差
とアンテナ配置から、受信アンテナ１と受信アンテナ２に対する双曲線２１が得られる。
ここで得られた双曲線上の何れかの点に静電気放電の発生源が存在する。同様に、受信ア
ンテナ３と受信アンテナ１に対する双曲線３１、受信アンテナ４と受信アンテナ１に対す
る双曲線４１が得られる。
【００４４】
　これら３つの双曲線の交点の座標を計算して求めることで、検出基準点ｃに対する静電
気放電の発生箇所の位置情報（角度（方位、仰角）、直線距離、ＸＹＺ座標）を算出し、
制御用コンピュータ７の表示画面などに表示する。
【００４５】
　なお、制御用コンピュータ７がなくても、デジタルオシロスコープ６を手動で操作し、
トリガ条件の設定や、静電気放電に伴い発生する電磁波の検出、任意の２つの受信アンテ
ナ間の静電気放電に伴い発生する電磁波の到達時間差の算出を行い、各アンテナの配置情
報と、それらの受信アンテナ間で得られる複数の双曲線の交点を計算で求めることで、静



(8) JP 4931252 B2 2012.5.16

10

20

30

40

50

電気放電の発生箇所の座標を算出することもできる。
【００４６】
　また、２チャンネル入力のデジタルオシロスコープを用いて、受信アンテナ１と受信ア
ンテナ２、受信アンテナ１と受信アンテナ３、受信アンテナ１と受信アンテナ４の計３回
、静電気放電に伴い発生する電磁波の検出を行うことで、３本の双曲線の情報を得て、検
出基準点ｃに対する静電気放電の発生箇所ｄを算出することも可能であるが、作業性が悪
く、発生源の異なる静電気放電を検出してしまう可能性もある等の問題もある。
【００４７】
　静電気放電の発生箇所の座標が算出されたら、図４に示すように、受信アンテナ１を三
脚１１から取り外し、代わりに可視レーザー距離計２１を三脚１１に取り付ける。そして
、算出された静電気放電の発生箇所ｄに対して可視レーザー距離計２１の照射角度（方位
及び仰角）を調整後、レーザーを照射し、レーザーの光軸上にレーザー光反射板２５を合
わせ、可視レーザー距離計２１から除々に離していく。
【００４８】
　そして可視レーザー距離計２１の表示が、算出された静電気放電の発生箇所ｄまでの距
離と一致した場所が、算出された静電気放電の発生箇所ｄとなり、算出された静電気放電
の発生箇所ｄを容易に特定することができる。
【００４９】
　また、検出基準点ｃと算出された静電気放電の発生箇所ｄとの直線上に障害物があって
、直接、静電気放電の発生箇所ｄに対して可視レーザー距離計２１のレーザー光を照射で
きない場合、図５に示すように、障害物を避けるようにレーザー光反射板を設置し、静電
気放電の発生箇所ｄにレーザー光を到達させる。
【００５０】
　例えば、検出基準点ｃに対し、算出された静電気放電の発生箇所ｄの座標を(ｘ１，ｙ
１,ｚ１)とする(ｘ１,ｙ１,ｚ１は全て正の値とする)と、まず最初に、図１に示すように
、検出基準点ｃに設置した可視レーザー距離計２１の照射角度の方位を＋Ｘ軸線上、仰角
を水平に合わせ、レーザーを照射状態にする。そして三脚１２に取り付けたレーザー光反
射板２３を、レーザーの光軸に合わせた状態で可視レーザー距離計２１から除々に離して
ゆき、可視レーザー距離計２１に表示される距離の値がｘ１になった地点にレーザー光反
射板２３を固定する。
【００５１】
　続いて、図５に示すように、レーザー光反射板２３の角度を調整し、レーザー光を＋Ｚ
軸線上へ反射させる。その光軸に合わせた状態でレーザー光反射板２４をレーザー光反射
板２３から除々に離してゆき、可視レーザー距離計２１に表示される距離の値がｘ１＋ｚ
１の値になった地点にレーザー光反射板２４を固定する。
【００５２】
　続いて、レーザー光反射板２４の角度を調整し、レーザー光を＋Ｙ軸線上へ反射させる
。その光軸に合わせた状態でレーザー光反射板２５をレーザー光反射板２４から除々に離
してゆき、可視レーザー距離計２１に表示される距離の値がｘ１＋ｙ１＋ｚ１の値になっ
た地点が、算出された静電気放電の発生箇所ｄの位置となる。
【００５３】
　障害物の形状によってレーザー光を９０度反射させる順番は臨機応変に変えてもいいし
、障害物の形状により、レーザー光を反射させる工程を複数回繰り返してもよい。
【００５４】
　なお、同様に、検出基準点ｃと算出された静電気放電の発生箇所ｄとの直線上に障害物
があって、算出された静電気放電の発生箇所ｄまで直接レーザー光が到達できない場合の
別な方法として、例えば、検出基準点ｃに対し、算出された静電気放電の発生箇所ｄの座
標を(ｘ２,ｙ２,ｚ２)とする(ｘ２,ｙ２,ｚ２は全て正の値とする)と、まず最初に、図１
に示すように、検出基準点ｃに設置した可視レーザー距離計２１の照射角度の方位を＋Ｘ
軸線上、仰角を水平に合わせ、レーザーを照射状態にする。
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【００５５】
　そして三脚１２に取り付けたレーザー光反射板２３を、レーザーの光軸に合わせた状態
で可視レーザー距離計２１から除々に離してゆき、可視レーザー距離計２１に表示される
距離の値がｘ２になった地点にレーザー光反射板２３を固定する。
【００５６】
　次に、三脚１２からレーザー光反射板２３を取り外し、代わりに可視レーザー距離計２
１を取り付ける。
【００５７】
　そして、図６に示すように、三脚１２の高さをｚ２分高くし、可視レーザー距離計２１
の照射角度の方位を＋Ｙ軸線上、仰角を水平に合わせ、レーザーを照射状態にして、レー
ザー光反射板２５をその光軸に合わせた状態で可視レーザー距離計２１から除々に離して
ゆき、可視レーザー距離計２１に表示される距離の値がｙ２の値になった地点が、算出さ
れた静電気放電の発生箇所ｄの位置となる。
【００５８】
　この場合も、検出基準点ｃから算出された静電気放電の発生箇所ｄへ辿る順番は、被測
定領域ａの障害物の形状などに応じて順番を変えてもよい。
【００５９】
　このように、本発明を用いることで、任意の被測定領域で発生した静電気放電の発生箇
所と発生時刻を、被測定領域にある機器や人体などの位置情報を計測したり検出装置に入
力する必要なく、効率的に精度良く特定することが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００６０】
【図１】実施例において、可視レーザー距離計２１を用いて、レーザー光反射板２３を任
意の場所に設置している様子を示した図。
【図２】実施例において、検出装置を被測定領域周辺に設置し終えた際の配置を示した図
。
【図３】電磁波到達基準点や到達時間差の算出方法について説明した図。
【図４】可視レーザー距離計２１を用いて、直接、算出された静電気放電の発生箇所を特
定する方法を示した図。
【図５】可視レーザー距離計２１と算出された静電気放電の発生箇所ｄとの間に障害物が
あった場合に、算出された静電気放電の発生箇所ｄを特定するための方法を示した図。
【図６】可視レーザー距離計２１と算出された静電気放電の発生箇所ｄとの間に障害物が
あった場合に、算出された静電気放電の発生箇所ｄを特定するための別の方法を示した図
。
【符号の説明】
【００６１】
　　　　１～４　　　受信アンテナ
　　　　５　　　　　受信アンテナ４の固定治具
　　　　６　　　　　デジタルオシロスコープ
　　　　７　　　　　制御用コンピュータ
　　　　８　　　　　台車
　　　　１１～１３　三脚
　　　　２１　　　　角度調整が可能な可視レーザー距離計
　　　　２２　　　　レーザー光
　　　　２３～２５　レーザー光反射板
　　　　２６　　　　レーザー光反射板２３、２４の固定治具
　　　　３１～３４　同軸ケーブル
　　　　ａ　　　　　被測定領域
　　　　ｂ　　　　　静電気放電の発生箇所
　　　　ｃ　　　　　検出基準点
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　　　　ｄ　　　　　算出された静電気放電の発生箇所
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